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１．はじめに
　若者のまちづくりへの参加が、2011年３月11日の東日本大震災後、各地で顕著になっている。
大震災以前、大学の演習、研究室の研究活動、自主的なボランティア活動などで、大学生達がまち
づくりの現場で活躍するという風景は珍しいことではなかった。しかし、大震災後の様相は大震災
前とは少々異なる。復興まちづくりの現場、あるいは全国各地で高校生が主体的にまちづくりの一
部を担うことが定着しつつある。この背景として、少子化、高齢化のなかで特に地方都市におい
てまちづくりの担い手が減少しつつあるという現実がある（補注１）。一時期、団塊世代の地域デ
ビューということが取り沙汰されたが（もちろん、元気な高齢者が自治会、NPOなどで活動をす
る環境づくりは引き続き重要なテーマである）、若者のまちづくりへの参画が地域からのニーズと
して沸き起こっているのである。特に大震災の被災地の多くは以前から人口流出、高齢化などとい
う深刻な問題を抱えていた地域であり、地域の担い手としての若者への期待は大きいものがある。
　本稿ではこのような背景のもと、事例調査、アンケート調査などを通して、復興まちづくりにお
ける若者参画の可能性と課題、今後の展望について考察するものである。なお、本稿の研究対象と
する「若者」とは、高校生を中心に据えつつも、その前後の年齢層も包含するものである。
２．東日本大震災と若者参画の復興まちづくりの事例
（１）小学校を舞台に地域へ広げる試み
　ユニセフ（国際連合児童基金）は、2011年後半から「子どもにやさしい復興計画」に取り組ん
でいる［１］。具体的な活動分野としては、ふるさと相馬子ども復興会議、山形大学、竹中工務店と
の連携による『子どもと築く復興まちづくりプログラム』がある。「ふるさと相馬子ども会議」は、
福島県相馬市内の小中学校の児童・生徒が、未来の相馬の姿について考え、「ふるさと相馬子ども
復興会議」で発表した。本プロジェクトでは、児童・生徒が復興まちづくりに参画し、復興計画の
なかに児童・生徒の声が反映されるようにしていくことを目的としている。一方、『子どもと築く
復興まちづくりプログラム』は、宮城県仙台市、石巻市、岩手県大内町で展開されている。大震災
で壊滅的な被害を受けた地域の一つである仙台市若林区に立地する仙台市立七郷小学校で2012年
から取り組まれているのが、６年生の総合的な学習の時間で展開されている「未来の七郷まちづく
り」である。本プログラムでは、「まちの未来をデザイン」することがテーマであり、未来のまち
の模型を製作している。石巻市では、2012年10月「子どものまち・いしのまき」が開催された。
実際の運営には、石巻市で子ども支援の分野で活動する沢山の団体が協力した。「子どものまち」
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はドイツのミュンヘンが発祥の地であり、30年近くの歴史がある。子ども達が大人の支援を得な
がら、仮想の街をつくり運営するなかで、一人ひとりが様々な学び、気づき、人と人のつながりつ
くりを得るプログラムである。我が国ではミニさくら（千葉県佐倉市）が2002年に開催され、そ
の後国内各地で開催されるようになった「子どものまち」の先駆けとなった。岩手県大槌町では、
子どもたちが考える理想の教室や学校施設の模型を製作する特別授業が小学校で行われた。特別授
業に参加したのは、大槌、大槌北、安渡、赤浜の４小学校の６年生約90名である。
　2014年８月26日、七郷小学校をＳ教授（山形大学）と共に訪問する機会を得ることができた。
七郷小学校でのプロジェクトのリーダー的存在であるＫ教諭のコメントを得ることもできた。以
下、コメントからの抜粋である。
・プログラムは10月中旬～１月末頃のスパンであり、30授業時間が当てられる。
・模型づくりでは「未来」を考えるということが重要である。加えて、未来のことだけではなく、
現在、過去も大切にするための地域学習が前段として組み込まれている。
・まちの模型の完成後、保護者などの前で行う発表会では、一人ひとりが自分の考えを披露する
時間が設けられている。
・模型作り→発表→報告書のまとめ（ものづくり→言葉・言語化→文章化）いう一連の学習活動
のなかで、多くの学びと気づきがあり、そこには被災者でもある子どもたちの想いが凝縮され
ている。
　この「想い」を子ども同士、子どもと大人がカタチとなった模型を見ながらしっかりと共有、共
感できることが本プログラムの優れた点であると考えられる。このプログラムを最初に体験した卒
業生はすでに中学生である。今後は、小学校～中学校への発展的なまちづくり学習モデルが開発さ
れることが必要であろう。また、Ｓ教授、Ｋ教諭という子どもたちのよき理解者の存在、加えて山
形大学生などのバックアップ体制も重要な要素であることも忘れてはならない。
（２）小中高校生の混合チームによる試み
　公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンによるSOFT（Speaking Out From Tohoku、「東
北から声をあげよう」）は、被災地の小中高校生たちが自主的、自立（自律）的にまちづくりに参
画できる仕組みとして注目されている。SOFTは、東日本大震災からの復興に向けた国や地方自治
写真－1　まちの未来をデザインする（１）
 仙台市立七郷小学校
 （2014.8.26陣内撮影）
写真－２　まちの未来をデザインする（２）
 仙台市立七郷小学校
 （2014.8.26陣内撮影）
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体の計画や事業に、子どもたちの声が取り入れられ参画できるようにするため2012年12から始め
られたものであり、「子どもまちづくりクラブ」「Hear Our Voice ～子どもたちの声～」「東北子ど
もまちづくりサミット」などで構成されている。岩手県山田町の子どもまちづくりクラブは、山
田町が進めている復興整備計画「コンパクトシティ構想」に対して、「ドリームコンパクトシティ
プラン」（通称DCCP）という子どもたちによるまちづくりプランを2013年に提案した。併せて、
2011年にクラブが考えた活性化のイメージキャラクター「まつしい」も活躍している。岩手県陸
前高田市のクラブは、2012年に復興のモニュメントであるミニ「あかりの木」を製作、また、市
長や市議会議員へ子どもたちの意見を届ける「進め！高田っ子！まちづくりトーク★」を開催した。
宮城県石巻市のクラブは、2011年から「子どもセンター」に関する検討を開始した。2012年に基
本計画案を作成、2013年には子どもセンターの条例を考え、子どもセンターが整備される商店街
の活性化のための活動も進めている［２］。
　SOFTについては、2013年度、2014年度の「子どもまちづくりサミット」に参加するとともに、
子どもセンターへ視察調査（2013年12月22日）にうかがった。サミットでは、大人の参加者も多
く活気があり、クラブに参加している子ども達がそれぞれの地域で大人の支援のもと活躍している
様子がうかがえた。子どもセンターについては、運営委員会に子どもも委員として参加するなど、
ソフト、ハードともに子どもの意見が汲み取られていることが分かった。今後は、それぞれの活動
の継続性をどのように担保していくのか、また、実際のまちづくりにおける子ども達の自律と自立
をいかにして実現していくのかなど乗り越えるべき課題もあるものと推察される。
（３）高校生から地域へ
　被災地の各地で高校生達が取り組んでいる事例は多々あるが、ここでは女川さいがいFM（宮城
県女川町）といしのまきカフェ「　」（かぎかっこ、宮城県石巻市）について取り上げる。女川町
のローカルメディアとして、震災後の2011年４月21日に開局された臨時災害放送局が女川さいが
いFMである。その運営スタッフとして高校生が関わり、アナウンサーなどもつとめているのであ
る。筆者が女川さいがいFMに強く関心を持ったのは、2011年７月に放映されたNHKの番組で、試
行錯誤しながら大人スタッフと共に番組作成にチャレンジしている高校生達の姿を知った時であっ
た。被災者へのインタビューなどを通じて地域の大切さを再認識するプロセスは、若者のまちづく
り参画をカタチづくっていくものとして大きな可能性を感じたものである。例えば、高校生アナウ
写真－3　子どもサミットの様子
 （仙台市にて、2014.5.5　陣内撮影）
写真－4　石巻市子どもセンターの外観
 （2013.12.22　陣内撮影）
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ンサーのＡさんは、将来は建築士になり出身地である女川町の復興に役立ちたいという［３］。
　いしのまきカフェ「　」はNPOの大人スタッフの支援を受け、石巻市の42名の高校生達が2012
年から取り組んでいるプロジェクトである。中心市街地に立地する石巻市役所の建物の一階にあ
る。本プロジェクト誕生の背景について、「　」のホームページから以下に引用する。
　　 　当時、被災地の子どもたちへの支援は小中学生の学習支援がメインで、高校生の就職や一人
暮らしへの支援が行き届いていない状況でした。また石巻市は震災前より若者の市外への進
学・就職が多く、これが震災により一層進むことが予想されました。そこで、彼らが地元との
繋がりを持って社会に巣立てるよう、地元と交流しながらゼロからカフェづくり・営業に取り
組むプロジェクトが誕生。近い将来このカフェが石巻の未来を担う人材の輩出基地となること
を目指しています。（「　」ホームページhttp://doorwaytosmiles.jp/project/より）
　2013年12月22日、視察調査でカフェにうかがった。高校生数名が大人スタッフと一緒に接客を
している様子から、普通のアルバイトとは異なり、“自分たちが運営するカフェ”という誇らしい気
持ちが伝わってきた。インタビューに応えてくれた女子高生は、大学を卒業したら石巻へ戻ってき
たいということであった。一方、就職先があるかどうかということについて心配しているという気
持ちを隠さずに話してくれた。この点については、復興まちづくりへの若者の参画を進める上で、
今後重くのしかかってくる問題であり、また、被災地に限らず全国各地で共通する問題でもある。
地域のまちづくりに関わり、一旦地域から出ても、いずれまた戻り地域で役立ちたいという気持ち
が芽生えたとしても、働き口がないため諦めざるを得ないというのは何とも残念なことである。こ
のため、復興まちづくりにおける若者参画を進める上では、“若者の生業づくり”とセットで考える
視点が重要となることが示唆される。すなわち“コミュニティビジネス、ソーシャルビジネスと若
者”というキーワードが重要性を増すものと考えられる。そのように捉えれば、女川さいがいFMや
「　」が、将来の若者の就職口として成長していくビジネスモデル、まちづくりモデルを構築して
いくことも重要であろう。
　以上、被災地における若者参画による復興まちづくりの事例を取り上げた。被災地における事業
に限定しなければ、鯖江市JK課（福井県鯖江市）、高校生カフェABC（青森市）、高校生による地
域支え合いレポート事業（埼玉県深谷市）、高校生による「まちづくりディスカッション」（北海道
石狩市）など、全国各地で高校生によるまちづくりプロジェクトが展開されている。復興まちづく
りと若者参画のまちづくりという観点から本稿で取り上げた事例を省察すれば、前述したとおり、
地域で定住できる環境づくり、つまり、生業づくり、コミュニティづくりなどソフトの面からの復
興に若者が継続して参画できるスキームが必要となる。無論、こうしたスキームづくりを大人だけ
で試みるのではなく、若者たちが主体者としてその一翼を担う事ができるようにしていくことが重
要であろう。
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３．復興まちづくりに対する若者の意識
　ここでは、復興まちづりに対する若者の意識をセーブ・ザ・チルドレンによる調査結果、並びに
本研究室が独自に行った調査結果から整理することとする。
（１）子ども参加に関する意識調査2012［４］
　セーブ・ザ・チルドレンでは、2011年５月下旬から６月上旬にかけ、岩手県、宮城県の小学４
年生～高校生約11,000人を対象に「子ども参加に関する意識調査」を実施している。2012年度にも
同様の調査を行い、14,600件の有効回答を得ている。加えて、2012年度調査では大人を対象とする
調査も実施し、約5,300件の有効回答を得た。2012年度調査の概要は以下のとおりである。
　【調査の目的】
　　・地域の復興に子どもが参加することについて、子ども自身がどのように認識しているかを把握
　　・子ども参加に対する大人の意識を把握
　【調査地域】
　　・岩手県山田町、陸前高田市、宮城県石巻市
　【調査対象】
　　・対象地域内にある学校に通う小学校４年生～高校生16,171人
　　・対象地域内にあるすべての世帯69,782世帯
　調査の結果、約70％の子どもたちが「自分のまちの復興に関わりたい」と回答した。「関わりた
い」と回答した子どもたちが具体的にしたいことでは、「募金」と「まちの片付け」が40％以上と
最も多かった。「復興計画について知る」が合計で29.5％あり、高校生は32.1％と最も高い値を示
した。「関わりたくない」とした子どもたちの理由として、「何をしたらいいか分からない」が約
50％と最も多く、具体的な活動に関する情報提供が必要であることが示唆された。
　一方、大人対象の調査では、「子どもは地域の復興に関わりたいと思っている」「子どもたちは地
域の復興のために何かしたいことがある」という回答が多かった。
（２）高校生対象の意識調査
　本研究室では栃木県内の高校生20名を対象に、まちづくりへの参加意識に関する調査を2014年
８月に実施した。その結果、「住んでいる地域の役に立ちたい」と回答したのは19名であり、その
内訳は「とてもそう思う」10名、「そう思う」９名であった。「東日本大震災後の、自分の住んでい
写真－5　「　」の店舗
 （2013.12.22　陣内撮影）
写真－6　「　」のメニュー
 （2013.12.22　陣内撮影）
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る地域への意識変化」については、「震災前より関心を持つようになった」が13名であった。また、
「被災地支援に関する活動の有無」については、「有」が８名であった。その内容は、募金活動、物
資の支援、現地の子どもとのふれあい活動などである。部活単位で仮設住宅住まいの人の話を聞い
たりイベントを開催したというものもあった。「被災地支援で若者は何をすべきか」との問いには
自由記述で答えてもらったが、「現地の人の声を聴くことや心のケアのお手伝いをする」４名、「ボ
ランティア活動への参加」３名、「被災地のことにきちんと向き合い常に意識し忘れないこと」３
名、「小さなことでもよいので自分にできることをやる」が３名であった。ボランティア活動につ
いては、参加しづらい内容が多い、参加の方法がわからないなどの意見もあり、活動の内容や情報
提供の在り方について検討の余地がある。何をすべきかということについて、「支援物資や炊き出
しの他にも、被災地が復興するにあたってどのような町になってほしいかということを提案した方
がよいと思う」というまちづくりをイメージさせる回答もみられた。
　以上、大震災後の意識調査の概略であるが、多くの子どもや若者が地域の役に立ちたいという願
いを持っていることが明らかになっている。内容的には募金やボランティア活動など単純な労働力
としてだけでなく、復興計画への関心を示していたり、心のケアなどメンタルな面での支えになる
ことを意識していることは興味深い。大人たちも、そうした子どもたちの思いをきちんと感じ取
り、適切な「若者参画」に繋げていくべきであろう。また、役に立ちたいが参加の方法が分からな
いなどの意見があることから、子どもや若者達にとって復興まちづくりへの参加をうながす情報発
信が重要であると言えよう。
４．おわりに　－若者参画の復興まちづくりへ向けて－
　本研究室では、2013年度より栃木市（栃木県）の依頼により、高校生を中心とするまちづくり
事業「若者の居場所づくり事業」を支援している。この事業は、趣味や特技を生かした活動、ボラ
ンティアやまちづくりに関心のある青少年が気軽に集い、同世代の仲間だけでなく大人とも語り合
いながら、自主的な活動を展開していくための居場所づくりを支援していく事業であり、青少年の
健全育成・非行防止活動の推進及び、自分の生まれ育った地域を知るというふるさと学習も含めた
青少年教育の推進を図る施策として位置付けられるものである。延べ14回の検討会が開催され、
その過程の中で高校生の成長が見て取れた。検討会を重ねるにつれ、高校生が主体的に関わるよう
になり、また、大人に対しても質問や意見を言ってくる機会が増えた。その背景には、様々な要因
が挙げられるが、今回は特に事業運営側に大学生が存在し、高校生と大人とをうまくつなぎ合わせ
ていることがあるものと考えられる。こうした高校生を主体としたまちづくり事業を実施する際に
も、コーディネーターとして支援する存在が必要不可欠であることが分かった。それは、本事業の
場合は大学生であったが、高校生や子どもたちに寄り添い、彼ら、彼女たちの思いを丁寧に汲み
取ってくれる大人であれば年齢には関係ないと考えられる。岩手県水沢市（現・奥州市）では子ど
もの居場所づくりが積極的に進められていた。その事業を特徴づけていたのは、大人からのお仕着
せではなく、高校生からの発案であり、居場所の整備や運営も小中高校生が自発的に担っていたこ
とにある。このような自発的な行為を支える要因として、高校生から慕われ尊敬される「伴走者」
役の大人が存在していたのである。
　本稿で取り上げた若者による復興まちづくりにおいても、若者や子どもたちのよき理解者であ
り、支援者である大人が重要な役割を発揮していたことを忘れてはならない。それは、NPOのス
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タッフ、学校の教員、大学の研究者、行政職員などであった。東日本大震災という未曾有の自然災
害から立ち上がることは並大抵のことではない。多くの若者や子ども達が、記憶から消し去りたい
ほどの辛い経験をしてきている。だからこそ、一歩を踏み出し活動を継続するために大人の支え
が、場面場面で必要なのである。若者によるまちづくりが軌道に乗れば、大人は若者から必要とさ
れる時だけ手をさしのべればよいのである。
　また、若者による復興まちづくりを持続的なものにしていくには、若者たちが住み続けることが
できる条件整備、環境整備が必要とであることが明らかになった。地域で定住できる環境づくり、
つまり、生業づくり、コミュニティづくりなどソフトの面からの復興に若者が継続して参画できる
スキームが必要なのである。スキームづくりを大人だけで試みるのではなく、若者たちが主体者と
してその一翼を担うことができるようにしていくことが重要である。
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【補注】
１．2014年５月に日本創成会議・人口減少問題検討部会が発砲した推計によれば、2040年に20
～39歳の女性の数が49.8％の市区町村で５割以上減少し、推計対象の全国約1800市町村の
うち523で人口が１万人未満になり消滅するおそれがあることが示された。（http://diamond.
jp/articles/-/54269）
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